（様式第２号）

[bookmark: _GoBack]応募資格要件確認書

１　応募欠格事項（□欄にチェック印を記入すること）
	欠格事項
	該当チェック

	①　現在、病床数250床以上の公的病院（医療法第31条）の内、病院情報システム更新業務委託全般を一括して受託した実績を有していない。
	□いいえ　□はい

	②　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する。
	□いいえ　□はい

	③　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続の申立てをしている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者である。
	□いいえ　□はい

	④　業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、これらを受けていない。
	□いいえ　□はい

	⑤　国税及び県税の滞納がある。
	□いいえ　□はい

	⑥　次のいずれかに該当する。
　ア　取締役等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者
　　が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時物品の購入契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。
　イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
　ウ　取締役等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用した等と認められるとき。
　エ　取締役等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
　オ　取締役等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
　カ　取締役等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用しているとき。
	□いいえ　□はい

	⑦　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号から第4号まで又は第6号の規定に該当しない者で構成されていること。
	□いいえ　□はい

	⑧　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第2条に規定する風俗営業、接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及びこれらに類する業を営む者でないこと。
	□いいえ　□はい

	⑨　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第5条第1項に規定する観察処分を受けていないこと。
	□いいえ　□はい



２　開発の拠点となる営業所等
	所在地
	


	事業所名
	




３　従事する主任技術者
	氏名
	年齢
	業務経験
年数
	勤務の態様
	資格等
	同種業務の経験

	
	
	
	常勤       常駐
非常勤　　 非常駐　
	
	病院名：
完了年月：

	
	
	
	常勤       常駐
非常勤　　 非常駐　
	
	病院名：
完了年月：



４　使用する自社製パッケージ（電子カルテシステム）
	メーカー名
	


	製　品　名
	


	品番、ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ等
	





